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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（1）業務の適正を確保するために必要な体制
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ア．取締役は、社会の構成員として求められる倫理観・価値観に基づき誠実に行動し、
公正且つ適切な経営の実現のため、当社の経営理念、行動規範、法令遵守に関する規
程等に従い、企業倫理の遵守及び浸透を率先垂範して行う。
イ．取締役は、取締役会規則等に定められた付議事項や報告事項等に関し、取締役社長
及び他の取締役の職務執行が適正に行われるよう相互に監督をするものとし、その職
務執行状況について、監査役会の定める監督基準及び監査計画に基づく監査役の監査
を受ける。

ウ．取締役社長は、経営理念、行動規範、法令遵守に関する規程等に定めるコンプライ
アンスの重要性を繰り返し使用人に伝えるとともに、業務執行を担当する取締役に、
使用人等に対するコンプライアンス教育・啓発活動を行わせ、各種相談窓口等その他
実践的運用の充実を図る。また市民社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力や団体と
一切の関係を遮断し、毅然とした態度で対応する。
エ．取締役会は、業務執行部門から独立させた監査室による、各部門の業務執行状況の
内部監査を定期的かつ必要に応じ実施させ、その結果について取締役社長を通すなど
の方法により報告させる。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ア．取締役の職務に係る情報は、社内規程に基づき、その重要性に応じて適正かつ確実
な保存及び管理を行う。
イ．取締役は、その職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）その
他の重要な情報を、文書管理規程等に基づき、それぞれの担当職務に従い適切に保
存・管理し、閲覧可能な状態を維持する。
ⅰ） 株主総会議事録と関連資料
ⅱ） 取締役会議事録と関連資料
ⅲ） 常務会議事録と関連資料
ⅳ） その他取締役の職務の執行に関する重要な文書等
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア．取締役会は、事業に関連する内外のさまざまなリスクに関する規程を定め、リスク
管理体制の実践的運用を実施する。
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イ．取締役会は、リスク種別毎の責任部署を定め、全体のリスクを総括的に管理し、リ
スク管理体制を明確にする。
ウ．取締役会は、監査室により各部門毎のリスク管理状況の監査を定期的かつ必要に応
じ実施させ、その結果について取締役社長を通すなどの方法により報告させる。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア．取締役会は、合理的な職務分掌、チェック機能を備えた権限規程等に基づき、取締
役社長及び取締役の業務執行を行わせる。また、それらの規程は法令の改廃・職務執
行の効率化の必要がある場合は見直す。
イ．取締役会は合理的な経営方針を策定し、全社的な重要事項について検討する常務会
等の有効活用や各部門間の連携確保のための制度の整備・運用、また取締役に対する
必要かつ効果的な研修の実施等を行う。

⑤ 当社及びそのグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ア．子会社の主体的な経営意思を尊重しつつ、関係会社管理規程に基づき重要事項等に
ついての報告を受けることや子会社へ取締役または監査役を派遣することにより、子
会社の取締役の職務執行を監督する。
イ．連結経営に対応したグループ全体の監視・監査を実効的かつ適正に行えるよう、監
査室と監査役、子会社の監査役及び会計監査人との緊密な連携等の充実を図る。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人（以下、「補助使用人」といいます。）を置くこと
を求めた場合における当該使用人に関する事項
当社は、補助使用人を置くこととし、補助使用人の任命、異動等人事に係る事項の決

定には監査役の事前の同意を得る。
⑦ 補助使用人の取締役からの独立性と指示の実行性の確保に関する体制

監査役より監査業務に必要な命令を受けた補助使用人は、その命令に関して、取締役
等の指揮命令を受けない。
⑧ 当社及びグループ会社の取締役並びに使用人が、当社の監査役会に報告をするための体
制と報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
ア．当社は、コンプライアンス違反行為等の早期発見と是正を図るため、企業倫理ヘル
プライン窓口を整備し、運用する。
イ．当社は、監査役または企業倫理ヘルプライン窓口に報告した者に対して、当該報告
をしたことを理由に、不利益な取り扱いを行わない。
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⑨ 監査役の職務の執行について生じる費用の前払いまたは償還の手続きその他の当該職務
の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
ア．当社は、監査役の職務執行上必要な費用を確保するため、毎年度ごとに一定額の予
算を設ける。
イ．当社は、監査役が職務執行について生じる費用の前払いまたは償還等の請求をした
ときは、当該監査役の職務執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該
費用または債務を処理する。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
取締役及び使用人は、監査役に対して、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与

えるおそれのある事実を発見したときには当該事実に関する事項を速やかに報告する。

（2）業務の適正を確保するために必要な体制の整備運用状況
① 財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制

財務報告に係る内部統制に対応するため、業務プロセスにおける適正性を確保した体
制を整備し、運用しております。

② その他業務の適正を確保するために必要な体制
経営及び業務執行の健全かつ適切な運営の強化のため、「大井電気行動規範」を策定す

るとともに、教育・研修を定期的に実施することで、コンプライアンス意識の周知徹底
を図っております。併せて、コンプライアンス違反行為等の早期発見と是正を図るため
企業倫理ヘルプライン窓口を整備し、運用しております。
リスク管理につきましては、効果的・効率的に進めるためリスク種別毎の責任部署に

よる対応を基本とする体制をとっておりますが、その対応状況については、常務会・取
締役会等でフォローを行っております。

（3）剰余金の配当等の決定に関する方針
① 当社は、中長期的な企業価値の向上を基本目標としつつ、利益配分については、当期
の業績及び今後の業績動向、将来への成長投資、財務体質の強化を総合的に勘案し、中
長期的な株主利益の向上を図ることを基本方針といたします。

② 内部留保資金につきましては、将来の事業展開や今後の急速な技術革新に備え、新製
品・新技術の研究開発投資並びに設備投資等に充当することにより、業績の向上に努め、
体質の強化を図ってまいります。
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株式会社の支配に関する基本方針
（1）基本方針の内容の概要

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自
由な取引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グルー
プの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一
概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応じるか
どうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。
ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を

保ち続けることができない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共
同の利益を損なう虞のあるものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言え
ないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供
されないものもありえます。
そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務とし

て、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉
などを行う必要があると考えています。

（2）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配される
ことを防止するための取組み
当社は、2019年６月26日開催の第95期定時株主総会において、株主の皆様に承認い

ただき「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下、「本プラ
ン」といいます。）を継続しております。
本プランは、以下のとおり、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者（以下、

「買付者等」）が遵守すべきルールを策定するとともに、一定の場合には当社が対抗措置
をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生する可能性があるこ
とを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共
同の利益に資さない買付者等に対して、警告を行うものです。
また、本プランでは、対抗措置の発動等にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排

除し、取締役会の判断及び対応の客観性、合理性を確保するための機関として独立委員
会を設置し、発動の是非について当社取締役会への勧告を行う仕組みとしています。
本プランで定める買付ルール（以下、「本ルール」といいます。）は以下のとおりであ

ります。
① 当社取締役会は、買付者等に対して、大規模買付け等の実行に先立ち、当該買付者等が
大規模買付け等に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した
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書面の提出を求めます。
② 当社取締役会は、買付者等に対して、大規模買付け等に対する株主及び投資家の皆様の
ご判断並びに当社取締役会の評価・検討等のために必要かつ十分な情報の提供を求めま
す。
③ 当社取締役会は、買付者等による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合に
は、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間を設
定し、速やかに開示いたします。

④ 独立委員会は、取締役会評価期間内に、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形
成及び代替案立案と並行して、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に関する勧
告を行うものとします。

⑤ 当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、当該勧告を踏まえて当
社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から、速やかに新株予約権発行
等の対抗措置の発動または不発動の決議を行うものとします。

（3）具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由
当社取締役会は、本ルールの設計にあたり、以下の原則を充足することを確認するこ

とにより、本ルールが前記基本方針に従い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を
確保・向上させる目的に資するものであるとともに、当社役員の地位の維持を目的とす
るものではないものと考えております。

① 企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則
本プランは、当社株式等に対する大規模買付け等がなされる際に、当該大規模買付け

等に応じるべきか否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示
するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと
等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させると
いう目的をもって導入されるものです。
② 事前開示・株主意思の原則

本プランは、2019年６月26日開催の第95期定時株主総会において株主の承認を得た
うえで継続しております。今後の当社株主総会において本プランの変更または廃止の決
議がなされた場合には、本プランも当該決議に従い変更または廃止されることになりま
す。従いまして、本プランの導入及び廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映される
仕組みとなっています。
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③ 必要性・相当性確保の原則
ア．独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示の徹底

当社は、本プランに基づく大規模買付け等への対抗措置の発動等に関する取締役会
の恣意的判断を排し、取締役会の判断及び対応の客観性及び合理性を確保することを
目的として独立委員会を設置し、当社取締役会は、対抗措置の発動また不発動の決議
に際して独立委員会の勧告を最大限尊重いたします。
また、当社は、独立委員会の判断の概要について株主及び投資家の皆様に情報開示

を行うこととし、当社の企業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運
営が行われる仕組みを確保しています。
イ．合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように
設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保し
ています。

ウ．デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと
本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、い

つでも廃止することができるものとされております。従って、本プランは、デッドハ
ンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止でき
ない買収防衛策）ではありません。
また、当社の取締役の任期は１年であり、期差任期制を採用していないため、本プ

ランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができ
ないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中に記載の金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（2020

2021
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 2,708,389 1,401,317 3,308,006 △ 551,481 6,866,231
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △ 64,590 △ 64,590
親会社株主に帰属する当期純利益 139,653 139,653
自 己 株 式 の 取 得 △ 400 △ 400
自 己 株 式 の 処 分 2,049 12,816 14,866
株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額 )

当 期 変 動 額 合 計 2,049 75,062 12,416 89,528
当 期 末 残 高 2,708,389 1,403,366 3,383,069 △ 539,064 6,955,760

（単位：千円）
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計

当 期 首 残 高 136,784 △ 401,930 △ 265,145 1,083,524 7,684,610
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △ 4,212 △ 68,802
親会社株主に帰属する当期純利益 139,653
自 己 株 式 の 取 得 △ 400
自 己 株 式 の 処 分 14,866
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 38,387 427,281 465,669 216,002 681,672

当 期 変 動 額 合 計 38,387 427,281 465,669 211,790 766,988
当 期 末 残 高 175,172 25,351 200,523 1,295,315 8,451,599
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連 結 注 記 表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数…………………４社

連結子会社の名称
日本フィールド・エンジニアリング株式会社
日本テクニカル・サービス株式会社
オオイテクノ株式会社
株式会社エヌ・エフ・サービス

（2）非連結子会社の数………………１社
非連結子会社の名称
株式会社クリエイト・オオイ
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、その総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも小規模であり、全体としても連結計
算書類に重要な影響を及ぼしておりません。

２．持分法の適用に関する事項
非連結子会社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はい
ずれも小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、持分法
は適用しておりません。

３．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
時価のあるもの……………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

時価のないもの……………移動平均法による原価法
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② たな卸資産
商品及び製品、原材料……主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
仕掛品、貯蔵品……………主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
(リース資産を除く)…………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属
設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法によって
おります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２～50年
工具器具及び備品 ２～20年

② 無形固定資産
(リース資産を除く)…………定額法

なお、自社利用のソフトウェアは社内における見込利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま
す。

③リース資産……………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金……従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しておりま
す。

③ 役員賞与引当金……役員の賞与支出に備えるため、支給見込額を計上しておりま
す。
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④ 役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支
給額を計上しております。

⑤ 工事損失引当金……受注工事の損失発生に備えるため、当連結会計年度末手持ち受
注工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ金額を合理的に見
積もることのできる工事について、損失見積額を計上しており
ます。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準
イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の工事
工事完成基準（検収基準）

（5）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（14年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（５～15年）による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

ハ．未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の
上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額
に計上しております。

二．小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給
付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適
用しております。
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② 消費税等の会計処理……消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控
除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用とし
て処理しております。

③ 転結納税制度の適用……当連結会計年度から連結納税制度を適用しております。
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会計上の見積りに関する注記
１．固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
減損損失 ‐千円
当連結会計年度末において、情報通信機器製造販売事業の有形固定資産1,603,640千円

及び無形固定資産277,125千円に係る資産グループについて営業キャッシュ・フローが連
続してマイナスになったこと等により、減損の兆候があると判断しましたが、減損損失の
認識の判定において、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総
額がその帳簿価額を上回っていたことから、減損損失は計上しておりません。
（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当社グループは、減損の兆候がある資産又は資産グループから得られる割引前将来キャ

ッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合に、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価
額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、当該帳簿価額の減少額は減損損失とし
て認識します。
資産又は資産グループから得られる将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会によ

って承認された事業計画と、事業計画が策定されている期間を超えている期間についての
市場の長期平均成長率の範囲内で見積った成長率に基づいて行っております。将来キャッ
シュ・フローの見積りにおける重要な仮定は、事業計画の基礎となる市場成長率、主要製
品の販売数量及び価格、原価率並びに固定資産の使用後の処分価値であります。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響が2022年３月期以降の一定期間にわたって継続

するものと仮定し、会計上の見積りを行っております。

表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）

を当連結会計年度の年度末に係る計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見
積りに関する注記を記載しております。
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連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務
担保に供している資産は、次のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物 402,771千円
土 地 734,948千円
投 資 有 価 証 券 36,490千円
計 1,174,210千円

担保付債務は、次のとおりであります。
短 期 借 入 金 1,980,000千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 7,231,179千円
３．保証債務 1,923千円
従業員の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度増加
株式数

当連結会計年度減少
株式数

当連結会計年度末
株式数

発 行 済 株 式

普 通 株 式 1,470,000株 ―株 ―株 1,470,000株

合 計 1,470,000株 ―株 ―株 1,470,000株

自 己 株 式

普 通 株 式 （注） 178,191株 115株 4,141株 174,165株

合 計 178,191株 115株 4,141株 174,165株
（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加115株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少4,141株は、株式報酬制度に伴う譲り渡しによる減少であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
該当事項はありません。
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３．配当に関する事項
（1）配当金支払額
(決議) 株式の種類 配当金の総額 １株当たり

配当額 基準日 効力発生日

2020年６月25日
取締役会 普通株式 64,590千円 50円 2020年３月31日 2020年６月26日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と
なるもの

(決議) 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2021年５月12日
取締役会 普通株式 64,791千円 利益剰余金 50円 2021年３月31日 2021年６月25日

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融商品に限定し、ま
た、資金調達については主に銀行借入による方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されて
おりますが、当該リスクについては、内規に従い取引先ごとに期日管理及び残高管理
を行うことにより、リスク軽減を図っております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス
クに晒されておりますが、時価や発行体の財務状況等を定期的に把握し、取引先企業
との関係を勘案のうえ、保有状況を継続的に見直すこととしております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務、未払金は、そのほとんどが６か
月以内の支払期日であります。
借入金は、主に営業取引に係る資金調達を目的としております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的
に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込
んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することが
あります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれ
ておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 3,017,318千円 3,017,318千円 －千円

（2）受取手形及び売掛金 8,820,446千円 8,820,446千円 －千円

（3）電子記録債権 421,458千円 421,458千円 －千円

（4）投資有価証券 501,084千円 501,084千円 －千円

資産計 12,760,307千円 12,760,307千円 －千円

（1）支払手形及び買掛金 3,460,538千円 3,460,538千円 －千円

（2）電子記録債務 332,857千円 332,857千円 －千円

（3）短期借入金 3,500,000千円 3,500,000千円 －千円

（4）未払金 1,311,579千円 1,311,579千円 －千円

負債計 8,604,975千円 8,604,975千円 －千円

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券に関する事項
資 産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、（3）電子記録債権

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

（4）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負 債
（1）支払手形及び買掛金、（2） 電子記録債務、（3）短期借入金、（4）未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 88,600千円
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）投資有価
証券」には含めておりません。
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３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

預金 3,016,034千円 －千円 －千円 －千円

受取手形及び売掛金 8,820,446千円 －千円 －千円 －千円

電子記録債権 421,458千円 －千円 －千円 －千円

合計 12,247,939千円 －千円 －千円 －千円

４．借入金の連結決算日後の返却予定額

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

短期借入金 3,500,000千円 －千円 －千円 －千円

賃貸等不動産に関する注記
重要性が乏しいため記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 5,522円53銭
２．１株当たり当期純利益 107円87銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
該当事項はありません。

（注） 記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（2020

2021
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他
利益
剰余金

利益
剰余金
合計繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 2,708,389 1,442,759 ― 1,442,759 488,032 427,043 915,075 △ 551,481 4,514,742
当 期 変 動 額
剰余金の配当 △ 64,590 △ 64,590 △ 64,590
利益準備金の取崩 △ 488,032 488,032 ― ―
当 期 純 利 益 258,646 258,646 258,646

自己株式の取得 △ 400 △ 400

自己株式の処分 2,049 2,049 12,816 14,866
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 2,049 2,049 △ 488,032 682,087 194,055 12,416 208,521
当 期 末 残 高 2,708,389 1,442,759 2,049 1,444,809 ― 1,109,130 1,109,130 △ 539,064 4,723,264

（単位：千円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 92,445 92,445 4,607,187
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △ 64,590
利 益 準 備 金 の 取 崩 ―
当 期 純 利 益 258,646
自 己 株 式 の 取 得 △ 400
自 己 株 式 の 処 分 14,866
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 21,781 21,781 21,781

当 期 変 動 額 合 計 21,781 21,781 230,302
当 期 末 残 高 114,226 114,226 4,837,490
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法
（1）子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法
（2）その他有価証券
① 時価のあるもの……………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

② 時価のないもの……………移動平均法による原価法
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
(1)製品、半製品、材料…………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）
(2)仕掛品、貯蔵品………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
ただし貯蔵品のうち事務用品・工場消耗品類は最終仕入
原価法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法
（1）有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)…………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設
備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については、定額法によっておりま
す。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２～50年
工具器具備品 ２～20年

（2）無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)…………定額法

なお、自社利用のソフトウェアは社内における見込利用
可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
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（3）リ ー ス 資 産…………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
を採用しております。

４．引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金…………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

（2）賞 与 引 当 金…………従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額を計上して
おります。

（3）役 員 賞 与 引 当 金…………役員の賞与支給に備えるため、支給見込額を計上してお
ります。

（4）退 職 給 付 引 当 金…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお
ります。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業
年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法に
より費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12
～15年）による定額法により按分した額を、それぞれ
発生の翌事業年度から費用処理しております。

（5）工 事 損 失 引 当 金…………受注工事の損失発生に備えるため、当期末手持ち受注工
事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ金額を合理的に
見積もることのできる工事について、損失見積額を計上
しております。
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５．収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準
イ．当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の工事
工事完成基準（検収基準）

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理…退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去

勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類
におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（2）消費税等の会計処理………消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によってお
り、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の
費用として処理しております。

（3）連結納税制度の適用………当事業年度から連結納税制度を適用しております。
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会計上の見積りに関する注記
１．固定資産の減損
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
減損損失 ‐千円
当事業年度末において、有形固定資産1,603,640千円及び無形固定資産300,599千円に

係る資産グループについて営業キャッシュ・フローが連続してマイナスになったこと等に
より、減損の兆候があると判断しましたが、減損損失の認識の判定において、当該資産グ
ループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がその帳簿価額を上回っていた
ことから、減損損失は計上しておりません。
（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当社は、減損の兆候がある資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・

フローの総額が帳簿価額を下回る場合に、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使
用価値のいずれか高い価額）まで減額し、当該帳簿価額の減少額は減損損失として認識し
ます。
資産又は資産グループから得られる将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会によ

って承認された事業計画と、事業計画が策定されている期間を超えている期間についての
市場の長期平均成長率の範囲内で見積った成長率に基づいて行っております。将来キャッ
シュ・フローの見積りにおける重要な仮定は、事業計画の基礎となる市場成長率、主要製
品の販売数量及び価格、原価率並びに固定資産の使用後の処分価値であります。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響が2022年３月期以降の一定期間にわたって継続

するものと仮定し、会計上の見積りを行っております。

表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）

を当事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関
する注記を記載しております。
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貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務
担保に供している資産は、次のとおりであります。
建 物 331,171千円
土 地 77,904千円
計 409,075千円

担保付債務は次のとおりであります。
短期借入金 1,900,000千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 5,273,785千円
３．保証債務 1,923千円
従業員の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 99,224千円
短期金銭債務 164,216千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売上高 286,691千円
仕入高 707,729千円
営業取引以外の取引高 839,482千円
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株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

自 己 株 式
普 通 株 式 （注） 178,191株 115株 4,141株 174,165株

合 計 178,191株 115株 4,141株 174,165株
（注）１． 普通株式の自己株式の株式数の増加115株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２． 普通株式の自己株式の株式数の減少4,141株は、株式報酬制度に伴う譲り渡しによる減少であり
ます。

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）
繰延税金資産
賞与引当金 115,873
たな卸資産 199,174
退職給付引当金 1,015,277
工事損失引当金 36,696
資産除去債務 25,926
繰越欠損金 562,363
その他 106,610
繰延税金資産小計 2,061,921
評価性引当額 △1,759,824
繰延税金資産合計 302,097
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △47,349
繰延税金資産の純額 254,748
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関連当事者との取引に関する注記
関連当事者との取引
親会社及び法人主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地

資本金又は
出 資 金
（千円）

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

主要株主 三菱電機㈱ 東京都
千代田区 175,820,770

各種電気機械
器具、電子応
用機械器具、
産業機械器具、
通信機械器具、
その他一般機
械器具及び部
品の製造並び
に販売

(被所有)
直接
19.1％

当社製品の
販売及び同
社製品等の
一部につき
購入

情報通信
機器の販
売

1,720,777

売掛金 236,503

電子記
録債権 214,525

（注）1. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお
ります。

2. 取引条件及び取引条件の決定方針等
当社製品の販売については、市場価格を参考に決定しております。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 3,733円11銭
２．１株当たり当期純利益 199円79銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
該当事項はありません。

（注） 記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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